
開 催 日

場 所 参議院第二別館東棟４階　東401会議室

　　筆谷　勇（東京都監査委員・公認会計士）

審査対象期間

抽　出　案　件

契 約 件 名 準トップレベル事業所の認定基準適合の検証業務

契約相手方 大星ビル管理株式会社

契 約 金 額 １，０３９，５００円

契約締結日 平成22年11月11日

契 約 件 名 本館ほか構内情報通信網設備改修工事

契約相手方 日本電気株式会社

契 約 金 額 ３４，５２４，０００円

契約締結日 平成22年10月21日

契 約 件 名
人事・給与関係業務情報システムの導入にかかる
移行計画策定等支援業務

契約相手方 マイクロソフト株式会社

契 約 金 額 ６，４４２，８００円

契約締結日 平成22年12月20日

契 約 件 名 什器一式購入

契約相手方 広友サービス株式会社

契 約 金 額 ３，１３７，０７４円

契約締結日 平成22年12月１日

回　　答

別紙のとおり

 委員会による意見
 の具申又は勧告
 の内容

指名競争入札

２件

１件

１件

なし

参議院契約監視委員会定例会議議事概要

委員長

委 　員

　委員からの意見・
　質問、それに対
　する回答等

平成23年５月27日(金)

意見・質問

別紙のとおり

出席委員氏名

 　 木下　哲（公認会計士）

 　平成22年10月１日～平成22年12月31日

４件

委 　員 　　阿部　哲（(財)日本国際協力システム　契約審査室室長）

随意契約

一般競争入札



(別　紙）　

回　　　　答

　応札可能な検証機関が当該１２社だけであり、
入札情報を全社に確実に伝達できる指名競争入札
とすることにより、できるだけ多くの入札参加を
促し、競争可能性が高められるものと判断した。

　東京都の認定基準に基づいて自己評価を行った
結果、現段階では温室効果ガスの削減義務が２％
提言される準トップレベルの認定を目指すことが
妥当であると判断した。

　さらなる削減努力を放棄するものではないが、
関連施設の更新など多額の費用を要することは避
けられず、検討すべき課題は多いと考える。

　

　履行可能性の観点から、応札価格の積算根拠及
び対象者の経営内容等の調査を行った。

１．報告事項

　　　　意見なし

　　　入札及び契約手続きの運用状況
　　　について

 ②トップレベル事業所の認定ではなく、準
　トップレベルを目指す理由は何か。

 ③原則的な削減義務とされる８％との関係
　をどう考えるか。

２．抽出事案の審議

意　見　・　質　問

 ①一般競争入札ではなく、東京都に登録さ
　れた検証機関１２社すべてを指名する指名
　競争入札とした理由は何か。

 Ａ 【準トップレベル事務所の認定基準適合
　の検証業務（指名競争入札：役務）】
　

　　　指名停止の運用状況について

　　　談合状況への対応状況について

　　　　該当なし

　　　　意見なし

 Ｂ【本館ほか構内情報通信網設備改修工事
　（一般競争入札（総合評価落札方式）
　：工事）】

 ① 本件は、低入札価格調査の対象だが、如
　何なる調査を行ったのか。



　両者は、対象工事の規模、技術的な工夫の余地
などの特性及び難易度により区別される。

　人事院のガイドラインでは、実施計画書の作
成、移行作業実施、検証作業、システム本格導入
など、年度ごとに実施業務が示されているため、
これに則って調達することが必要となる。

　今後の業務は、今回落札した業者以外の者でも
実施が可能であるため、その調達も原則どおり一
般競争入札によるものと考える。業務内容も異な
るため、本件の落札者が今後の調達において有利
に働くこともないと考えている。

　本件では、購入物品の納入場所が参議院本館
（議事堂）であり、納入には細心の注意が求めら
れるため、入札参加者において養生及び作業人員
の確保等に要する経費を多めに見積もったことが
原因と考えられる。

　入札公告において、納入場所を本館と示してい
ることから、留意すべき事項の判断はできたもの
と考える。

 ①本件では、移行計画のうち「人事・給与
　システム移行計画書（詳細版）」の作成支
　援のみを調達しているが、人事院の示す移
　行計画全てを一括して調達するという選択
　肢はなかったか。

 Ｃ 【人事・給与関係業務情報システムの導
　入にかかる移行計画策定等支援業務（一般
　競争入札（総合評価落札方式）：役務）】

 ②次の計画段階における業務の調達方法を
　どのように考えているのか。

 Ｄ【什器一式購入（随意契約（不落・不
　調）：購入）】

 ①本件が入札不調となった理由をどう考え
  るか。

 ②入札参加者は、納入において配慮すべき
　ことを予め了知していたか。

 ②入札方式として一般競争入札の総合評価
　落札方式が採られており、総合評価の方式
　としては「簡易型」が採用されているが、
　「標準型」との違いはなにか。


